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 なお、科目等履修生の数は、毎年各専攻とも１～２名（単位授与）であり、適正な人数と考えられ

る（『大学資料集’05』）。 

 

 

11-4 教員組織 

 

 Ａ群・大学院研究科の理念・目的並びに教育課程の種類、性格、学生数との関係における当該大

学院研究科の教員組織の適切性、妥当性 

 Ｃ群・任期制等を含む、教員の適切な流動化を促進させるための措置の導入状況 

 Ｂ群・研究支援職員の充実度 

 Ｂ群・「研究者」と研究支援職員との間の連携・協力関係の適切性 

 Ｃ群・ティーチング・アシスタント、リサーチ・アシスタントの制度化の状況とその活用の適切

性 

 Ａ群・大学院担当の専任教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続の内容とその運用の適切性

 Ｂ群・教員の教育活動及び研究活動の評価の実施状況とその有効性 

 Ｂ群・学内外の大学院と学部、研究所等の教育研究組織間の人的交流の状況とその適切性 

 

 国際政治経済学部に基礎をおく本研究科では、研究科所属の専任教員は存在せず、おもに国際政治

経済学部の専任教員が兼担している。国際政治経済学部の３学科では、設置基準上14名の専任教員が

それぞれ必要とされている。現時点では国際政治学科で２名、国際経済学科で１名の欠員となってお

り、各々教員募集を行っている。また、国際政治経済学部では、学科に所属しない２名の教員がおり、

そのうち１名は、国際コミュニケーション専攻における研究指導担当資格を有している。なお、国際

政治経済学部所属教員の95％が本研究科研究指導担当資格者である（「大学基礎データ」表19・20）。

教員の採用・昇進に当たっては、「青山学院大学専任教員の任用及び昇任に関する規則」に従い、国際

政治経済学部専任教授会で公正な手続きにしたがって審査がなされている。 

 本研究科教員の第１の特質は、高い博士号取得率である。国際政治学専攻ではその割合が８割をこ

える。国際経済学専攻の博士号取得率は約６割、そして国際コミュニケーション専攻で約５割となっ

ている。また、本研究科では海外の大学院でPh.D.を取得している教員の割合が極めて高い。国際政治

学専攻の教員はそのほとんどが留学経験があり、そのうち７名が海外の大学からPh.D.を取得している。

国際経済学専攻では３名が、そして国際コミュニケーション専攻では６名がPh.D.を取得している。当

然、これらの教員は海外の大学や研究所と強いネットワークをもっており、彼らの研究活動だけでな

く本研究科の教育にもそれが反映されている。 

 第２の特質は、本研究科で教える兼任教員の高い質である。国際政治学専攻は、グローバルガバナ

ンスや外交・安全保障研究に力点をおいている関係から、これらの分野で活躍する多くの第一人者が

兼任教員として教えている。国際環境問題や国際機構研究の分野の専門家として、毎年隣接する国連

大学から講師を１～４名程度迎えている。安全保障関係では、防衛庁・防衛研究所と防衛大学校から

の教員それぞれ３、４名が講師を務めている。そのほかにも東京大学はじめ複数大学の国際政治専門

家数名に講義を依頼している。国際経済学専攻でも、学外の学者の支援をあおぐだけでなく、国際経

済の実務家に講師を依頼し、現場の経済論を講義してもらっている。講師は内閣府大臣官房の審議官
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や参事官の経験者をはじめ、民間のシンクタンクなどの専門家である。国際コミュニケーション専攻

についても、国際経済学専攻と同様のことがいえる。コミュニケーションの実学的な側面については、

数人の現場で働く専門家の支援をあおいでいる。いずれの専攻でも兼任教員と本研究科専任教員の間

には密接な関係があり、授業運営にあたっての調整は頻繁に行われている。 

 このような、教員組織により、本研究科の大学院教育は、学問的に高いレベルを維持し、実学重視

の科目やプログラムを強化して、理論と実践とがうまくバランスのとれたものとなっている。 

 なお、国際政治経済学部においては、教育補助員（Teaching Assistants）を活用しているが、本研究

科においては少人数クラスが中心となっているので、TAはおいていない。ただし、研究科教員には実

習演習費の一部が教育補助費として割り当てられており、教員各自の判断により、教育支援のための

アルバイトを雇うことができるようになっている。 

 

 

11-5 研究活動と研究環境 

 （この項目は、国際政治経済学部と国際政治経済学研究科の状況を併せて記述することとする。） 

 

 Ａ群・論文等研究成果の発表状況 

 

 本研究科及び国際政治経済学部の専任教員の研究と発表の場として「国際政治経済学会」が組織さ

れており、年３回学会誌『青山国際政経論集』を発刊している。また、草稿の段階で多くの研究者に

目を通してもらい、積極的な議論と論文のさらなる完成度を期待するためにディスカッション・ペー

パーの編集などもこの国際政治経済学会によって行われている。さらに、専任教員の研究を公刊する

ために、年に数件の研究出版助成が行われている。出版助成は本来専門分野の研究成果を公表するた

めのものであるが、一部に教科書や教養書の類が助成金で公刊されているという問題があり、同学会

内での審査を厳格にするよう努めている。 

 講演会やシンポジュームの開催、研究資料の収集などは「国際政治経済研究開発センター」によっ

て行われている。例えば国際政治学専攻では、「グローバルガバナンス研究会」などと共催で、毎月、

国内外から優秀な研究者や著名人を招聘して積極的な活動が行われている。 

 研究業績の質の検証は、基本的には各人の自発的な活動に任されている。それは１つには本研究科

が学際的な分野を専門とすることに起因する。例えば国際コミュニケーション専攻のめざすところは、

激変する国際社会の中で複雑化する国際事象をさまざまな学問領域から多角的に分析することにある。

各教員は、大枠でそれぞれ「言語学」、「コミュニケーション論」、「文化論」をその研究領域としてい

る。したがって、所属する学会も異なれば、通常使用している外国語も異なる、まさに「学際的な集

団」である。 

 しかし、本研究科の専任教員すべてに対し、出版した著書、執筆した論文、さらには学会における

口頭発表などは、毎年『大学教員経歴業績書』に更新（追記・修正）することが義務づけられており、

科学技術振興機構の「研究開発支援総合ディレクトリ（ReaD）調査」にも参加している。さらに、大

学・学部のホームページを開けば、各教員の業績はまさに「丸裸」に近い状態である。学術賞の受賞

の記録も、同ホームページをはじめ、青山学院の発行する『青山学報』に漏れなく掲載される。この

ような「ガラス張り」状況により、研究業績の質の検証を、自発的に第三者からの検証を受けている




